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 工 種 測量業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定 

現     行 改     定 備   考 

 

第１編 共通編  

第１章 総則 

 

第102条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところ

による。 

１～33．（略） 

34． 「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名または押

印を含む）したものを有効とする。 

   ただし、情報共有システムを用いて作成し、指示、請求、

通知、報告、申し出、承諾、質問、回答、協議、提出する場

合は、記名がなくても有効とする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第132 条 個人情報の取扱い 

１．基本的事項 

   受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に

よる事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護

に関する法律（平成15 年5 月30 日法律第57 号）、行政機関

の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15 年5 月30 

日法律第58 号）、行政手続における特定の個人を識別する番

号の利用等に関する法律（平成25 年法律第27 号）等関係法

令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改

ざん又は毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために

必要な措置を講じなければならない。 

 

（以下、略） 

 

 

第１編 共通編  

第１章 総則 

 

第102条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところ

による。 

１～33．（略） 

34． 「書面」とは、打合せ簿等の帳票をいい、発行年月日を記

録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効とす

る。 

   ただし、情報共有システムを用いて作成し、指示、請求、

通知、報告、申し出、承諾、質問、回答、協議、提出する場

合は、記名がなくても有効とする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第132 条 個人情報の取扱い 

１．基本的事項 

   受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に

よる事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護

に関する法律（平成15 年5 月30 日法律第57 号）、行政手続

における特定の個人を識別する番号の利用等に関する法律

（平成25 年法律第27 号）等関係法令に基づき、次に示す事

項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その

他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

（以下、略） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 国との整合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 削除（法律 
 の廃止） 
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       工 種 用地調査等業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

（用地調査等業務の区分） 

第９条 この仕様書によって履行する用地調査等業務は、次の各号

に定めるところにより行うものとする。 

一～二 （略） 

 

表１ 建物区分 

区  分 判    断    基    準 

木造建物

〔 Ⅰ 〕 

土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を

使用し、軸組(在来)工法により建築されている専

用住宅、共同住宅、店舗、事務所、工場、倉庫等

の建物で主要な構造部の形状・材種、間取り等が

一般的と判断される平屋建又は２階建の建物 

 

 

 

 

木造建物

〔 Ⅱ 〕 

土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を

使用し、軸組（在来）工法により建築されている

劇場、映画館、公衆浴場、体育館等で主要な構造

部の形状・材種、間取り等が一般的でなく、木造

建物〔Ⅰ〕に含まれないと判断されるもの又は３

階建の建物 

木造建物

〔 Ⅲ 〕 

土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を

使用し、ツーバイフォー工法又はプレハブ工法等

軸組（在来）工法以外の工法により建築された建

物 

木造特殊

建 物 

土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材を

使用し、軸組（在来）工法により建築されている

神社、仏閣、教会堂、茶室、土蔵造等の建物で建

（用地調査等業務の区分） 

第９条 この仕様書によって履行する用地調査等業務は、次の各号

に定めるところにより行うものとする。 

一～二 （略） 

 

表１ 建物区分 

区  分 判    断    基    準 

木造建物

〔 Ⅰ 〕 

以下のいずれかに該当する建物 

・土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材

を使用し、軸組工法により建築されている専用

住宅、共同住宅、店舗、事務所、工場、倉庫等

の建物で主要な構造部の形状・材種、間取り等

が一般的と判断される平屋建又は２階建の建物 

・主要な構造部に木材を使用し、ツーバイフォー

工法又は木質系プレハブ工法により建築されて

いる専用住宅で平家建又は２階建の建物 

木造建物

〔 Ⅱ 〕 

土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材

を使用し、軸組工法により建築されている劇場、

映画館、公衆浴場、体育館等で主要な構造部の形

状・材種、間取り等が一般的でなく、木造建物

〔Ⅰ〕に含まれないと判断されるもの又は３階建

の建物 

木造建物

〔 Ⅲ 〕 

木造建物〔Ⅰ〕及び木造建物〔Ⅱ〕以外の建物 

 

 

 

木造特殊

建 物 

土台、柱、梁、小屋組等の主要な構造部に木材

を使用し、軸組工法により建築されている神社、

仏閣、教会堂、茶室、土蔵造等の建物で建築に特

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 文言削除 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 文言削除 
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       工 種 用地調査等業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

築に特殊な技能を必要とするもの又は歴史的価値

を有する建物 

非木造建

物〔Ⅰ〕 

柱、梁等の主要な構造部が木材以外の材料により

建築されている鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄

骨鉄筋コンクリート造、コンクリートブロック造

等の建物 

 

 

非木造建

物〔Ⅱ〕 

石造、レンガ造及びプレハブ工法により建築され

ている鉄骨系又はコンクリート系の建物 

 

 

 

（注）（略） 

 

（保険加入の義務） 

第34条 受注者は、雇用保険法（昭和49年法律第116号）、労働者

災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、健康保険法（大正11年

法律第70号）及び厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）の規

定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とす

るこれらの保険に加入しなければならない。 

（新設） 

 

 

（木造建物） 

第71条 木造建物〔Ⅰ〕の調査は、建物移転料算定要領（平成29年

３月30日付け中部用対第54号（以下「建物要領」という。））別

添一木造建物調査積算要領（以下「木造建物要領」という。）に

より行うものとする。 

殊な技能を必要とするもの又は歴史的価値を有す

る建物 

非木造建

物〔Ⅰ〕 

柱、梁等の主要な構造部が木材以外の材料によ

り建築されている鉄骨造、鉄筋コンクリート造、

鉄骨鉄筋コンクリート造若しくはコンクリートブ

ロック造の建物又は鉄鋼系プレハブ工法（軽量鉄

骨造 ）
により建築されている専用住宅若しくは

共同住宅の建物 

非木造建

物〔Ⅱ〕 

非木造建物〔Ⅰ〕以外の建物（石造、レンガ造

等の建物又は鉄鋼系プレハブ工法（重量鉄骨

造 ）、コンクリート系プレハブ工法等により建

築されている建物） 

 

（注）（略） 

 

（保険加入の義務） 

第34条 受注者は、雇用保険法（昭和49年法律第116号）、労働者

災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、健康保険法（大正11年

法律第70号）及び厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）の規

定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とす

るこれらの保険に加入しなければならない。 

２ 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付

さなければならない。 

 

（木造建物） 

第71条 木造建物〔Ⅰ〕の調査は、軸組工法により建築されている

木造建物にあっては、建物移転料算定要領（平成29年３月30日付

け中部用対第54号（以下「建物要領」という。））別添一の一木

造建物調査積算要領〔軸組工法〕（以下「木造建物要領〔軸組工

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新設 

 

 

 

 国との整合 
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       工 種 用地調査等業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

 

 

 

 

 

なお、木造建物要領第23条の「起業者が別途定める補償金算定

標準書等」は「中部地区用地対策連絡協議会損失補償算定標準

書」とする。 

２ 木造建物〔Ⅱ〕及び木造建物〔Ⅲ〕の調査は、木造建物要領を

準用して行うほか、当該建物の推定再建築費の積算が可能となる

よう行うものとする。 

 

３ 前２項の実施に当たっては、取扱要領第７条の各項目別補正率

表に掲げる補正項目に係る建物の各部位の補修等の有無を調査す

るものとする。 

４ 図面に表示する記号は、原則として別表第１による表示記号を

用いるものとする。（以下第72条、第73条において同じ。） 

 

（木造特殊建物） 

第72条 木造特殊建物の調査は、前条第２項及び第３項を準用する

ものとする。 

 

 

 

 

 

法〕」という。）により行うものとし、ツーバイフォー工法又は

木質系プレハブ工法により建築されている木造建物にあっては、

建物要領別添一の二木造建物調査積算要領 〔ツーバイフォー工

法又は木質系プレハブ工法〕（以下「木造建物要領〔ツーバイフ

ォー工法又は木質系プレハブ工法 〕」という。）により行うも

のとする。 

なお、木造建物要領第23条の「起業者が別途定める補償金算定

標準書等」は「中部地区用地対策連絡協議会損失補償算定標準

書」とする。 

２ 木造建物〔Ⅱ〕及び木造建物〔Ⅲ〕の調査は、木造建物要領

〔軸組工法〕又は木造建物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系

プレハブ工法〕のいずれかを準用して行うほか、当該建物の推定

再建築費の積算が可能となるよう行うものとする。 

３ 前２項の実施に当たっては、取扱要領第７条の各項目別補正率

表に掲げる補正項目に係る建物の各部位の補修等の有無を調査す

るものとする。 

４ 図面に表示する記号は、原則として別表第１による表示記号を

用いるものとする。（以下第72条、第73条において同じ。） 

 

（木造特殊建物） 

第72条 木造特殊建物の調査は、木造建物要領〔軸組工法〕を準用

して行うほか、当該建物の推定再建築費の積算が可能となるよう

行うものとする。 

２ 前項の実施に当たっては、取扱要領第７条の各項目別補正率表

に掲げる補正項目に係る建物の各部位の補修等の有無を調査する

ものとする。 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 国との整合 
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       工 種 用地調査等業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

（木造建物） 

第82条 木造建物の図面及び調査書は、第71条の調査結果を基に作

成するものとする。 

２ 木造建物〔Ⅰ〕の図面及び調査書は、木造建物要領により作成

するものとする。 

 

３ 木造建物〔Ⅱ〕及び木造建物〔Ⅲ〕の図面及び調査書は、木造

建物要領を準用して作成するほか、次の各号の図面を作成するも

のとする。 

一 基礎伏図（縮尺100分の１） 

二 床伏図（縮尺100分の１） 

三 軸組図（縮尺100分の１） 

四 小屋伏図（縮尺100分の１） 

 

 

（木造特殊建物） 

第83条 木造特殊建物の図面及び調査書は、第72条の調査結果を基

に作成するものとする。 

２ 図面は、木造建物要領を準用して作成するほか、次の各号の図

面を作成するものとする。 

一 基礎伏図（縮尺100分の１） 

二 床伏図（縮尺100分の１） 

三 軸組図（縮尺100分の１） 

四 小屋伏図（縮尺100分の１） 

五 断面図（短計図）（縮尺50分の１） 

六 必要に応じて上記各図面の詳細図（縮尺は適宜のものとす

る。） 

３ 調査書は、木造建物要領に準じ、次の各号により作成するもの

とする。 

一 建物ごとに、推定再建築費を積算するために必要な数量を算

 

（木造建物） 

第82条 木造建物の図面及び調査書は、第71条の調査結果を基に作

成するものとする。 

２ 木造建物〔Ⅰ〕の図面及び調査書は、木造建物要領〔軸組工

法〕又は木造建物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ

工法〕のいずれかにより作成するものとする。 

３ 木造建物〔Ⅱ〕及び木造建物〔Ⅲ〕の図面及び調査書は、木造

建物要領〔軸組工法〕又は木造建物要領〔ツーバイフォー工法又

は木質系プレハブ工法〕のいずれかを準用して作成するほか、次

の各号の図面を作成するものとする。 

一 基礎伏図（縮尺100分の１） 

二 床伏図（縮尺100分の１） 

三 軸組図（縮尺100分の１） 

四 小屋伏図（縮尺100分の１） 

 

（木造特殊建物） 

第83条 木造特殊建物の図面及び調査書は、第72条の調査結果を基

に作成するものとする。 

２ 図面は、木造建物要領〔軸組工法〕を準用して作成するほか、

次の各号の図面を作成するものとする。 

一 基礎伏図（縮尺100分の１） 

二 床伏図（縮尺100分の１） 

三 軸組図（縮尺100分の１） 

四 小屋伏図（縮尺100分の１） 

五 断面図（短計図）（縮尺50分の１） 

六 必要に応じて上記各図面の詳細図（縮尺は適宜のものとす

る。） 

３ 調査書は、木造建物要領〔軸組工法〕に準じ、次の各号により

作成するものとする。 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 



6 

 

       工 種 用地調査等業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

出する。 

二 当該建物の移転工法の認定及び補償額の算出が可能となる内

容とする。 

 

（木造建物） 

第93条 木造建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出すると

きは、建物ごとに第82条で作成した図面及び調査書を基に、木造

建物〔Ⅰ〕については木造建物要領により、当該建物の推定再建

築費を積算するものとする。 

なお、木造建物〔Ⅱ〕及び木造建物〔Ⅲ〕の推定再建築費の積

算に当たっては、木造建物要領第２条第３項に定めるところによ

るものとする。 

 

 

２ 木造建物の補償額の算定は、監督員から指示された移転工法に

従い、建物要領により行うものとする。 

 

（木造特殊建物） 

第94条 木造特殊建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出す

るときは、建物ごとに第83条で作成した図面及び調査書を基に当

該建物の推定再建築費を積算するものとする。 

なお、その積算に当たっては、木造建物要領第２条第３項に定

めるところによるものとする。 

２ 木造特殊建物の補償額の算定は、監督員から指示された移転工

法に従い、建物要領により行うものとする。 

 

（居住者等に関する調査） 

第105条 居住者等に関する調査は、世帯ごとに次の各号に掲げる

事項について行うものとする。 

一 氏名、住所（建物番号及び室番号） 

二 居住者の家族構成（氏名及び生年月日） 

一 建物ごとに、推定再建築費を積算するために必要な数量を算

出する。 

二 当該建物の移転工法の認定及び補償額の算出が可能となる内

容とする。 

 

（木造建物） 

第93条 木造建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出すると

きは、建物ごとに第82条で作成した図面及び調査書を基に、木造

建物〔Ⅰ〕については木造建物要領〔軸組工法〕又は木造建物要

領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕のいずれかに

より、当該建物の推定再建築費を積算するものとする。 

なお、木造建物〔Ⅱ〕及び木造建物〔Ⅲ〕の推定再建築費の積

算に当たっては、木造建物要領〔軸組工法〕第２条第３項又は木

造建物要領〔ツーバイフォー工法又は木質系プレハブ工法〕第２

条第３項のいずれかに定めるところによるものとする。 

２ 木造建物の補償額の算定は、監督員から指示された移転工法に

従い、建物要領により行うものとする。 

 

（木造特殊建物） 

第94条 木造特殊建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出す

るときは、建物ごとに第83条で作成した図面及び調査書を基に当

該建物の推定再建築費を積算するものとする。 

なお、その積算に当たっては、木造建物要領〔軸組工法〕第２

条第３項に定めるところによるものとする。 

２ 木造特殊建物の補償額の算定は、監督員から指示された移転工

法に従い、建物要領により行うものとする。 

 

（居住者等に関する調査） 

第105条 居住者等に関する調査は、世帯ごとに次の各号に掲げる

事項について行うものとする。 

一 氏名、住所（建物番号及び室番号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 
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       工 種 用地調査等業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

三 住居の占有面積及び使用の状況 

四 居住者が当該建物の所有者でない場合には、貸主の氏名等、

住所等、賃料その他の契約条件、契約期間、入居期間及び定期

借家契約である場合にはその期間 

五 その他必要と認められる事項 

２ 居住以外の目的で建物を借用している者に対しては、前各号に

掲げる事項に準じて調査するものとする。 

３ 前２項の調査は、賃貸借契約書、住民票等により行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

（調査書の作成） 

第107条 営業に関する調査書は、第104条の調査結果を基に営業要

領により作成するものとする。 

２ 居住者等に関する調査書は、第105条の調査結果を基に居住者

調査表（様式第27号の１、第27号の２）に所定の事項を記載する

ことにより作成するものとする。 

 

３ 動産に関する調査書は、前条の調査結果を基に動産要領により

作成するものとする。 

 

（補償額の算定） 

第108条 営業に関する補償額の算定は、前条第１項で作成した資

料を基に営業要領により行うものとする。この場合において、建

物及び工作物の移転料の算定業務が当該委託契約の対象とされて

いないときは、これらの移転工法の教示を得たうえで、行うもの

二 居住者の家族構成（氏名及び生年月日） 

三 住居の占有面積及び使用の状況 

四 居住者が当該建物の所有者でない場合には、貸主の氏名等、

住所等、賃料その他の契約条件、契約期間、入居期間及び定期

借家契約である場合にはその期間 

五 その他必要と認められる事項 

２ 居住以外の目的で建物を借用している者に対しては、前各号に

掲げる事項に準じて調査するものとする。 

３ 前２項の調査は、住民票、賃貸借契約書等の確認のほか、仮住

居等に要する費用に関する調査算定要領（平成30年３月８日付け

国土用第45号土地・建設産業局総務課長通知（以下「仮住居要

領」という。）、家賃減収補償調査算定要領（平成30年３月８日

付け国土用第46号土地・建設産業局総務課長通知（以下「家賃減

収要領」という。）又は借家人補償調査算定要領（平成30年３月

８日付け国土用第47号土地・建設経済局総務課長通知（以下「借

家人要領」という。）により行うものとする。 

 

（調査書の作成） 

第107条 営業に関する調査書は、第104条の調査結果を基に営業要

領により作成するものとする。 

２ 居住者等に関する調査書は、第105条の調査結果を基に居住者

調査表（様式第27号の１、第27号の２）により作成することと

し、建物を借家・借間している者がいる場合においては、家賃減

収要領により作成するものとする。 

３ 動産に関する調査書は、前条の調査結果を基に動産要領により

作成するものとする。 

 

（補償額の算定） 

第108条 営業に関する補償額の算定は、前条第１項で作成した資

料を基に営業要領により行うものとする。この場合において、建

物及び工作物の移転料の算定業務が当該委託契約の対象とされて

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 
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       工 種 用地調査等業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

とする。 

（新設） 

 

 

２ 動産移転料の算定は、前条第３項で作成した資料を基に動産要

領により行うものとする。この場合において、美術品等の特殊な

動産で、専門業者でなければ移転料の算定が困難と認められるも

のについては、専門業者の見積を徴するものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いないときは、これらの移転工法の教示を得たうえで、行うもの

とする。 

２ 仮住居等に要する費用、家賃減収補償及び借家人補償の算定

は、前条第２項で作成した資料等を基に仮住居要領、家賃減収要

領及び借家人要領により行うものとする。 

３ 動産移転料の算定は、前条第３項で作成した資料を基に動産要

領により行うものとする。この場合において、美術品等の特殊な

動産で、専門業者でなければ移転料の算定が困難と認められるも

のについては、専門業者の見積を徴するものとする。 

４ 移転雑費の算定は、移転雑費算定要領（平成30年３月８日付け

国土用第49号土地・建設産業局総務課長通知）により行うものと

する。 

 

 

 

 

 

 新設 

 

 

 

 

 

 

 新設 
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       工 種 用地アセスメント調査等業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第２章 用地アセスメント調査等業務の基本的処理方法 

 

（保険加入の義務） 

第３２条 受注者は、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）、健康保険法

（大正１１年法律第７０号）及び厚生年金保険法（昭和２９年法

律第１１５号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用

者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 用地アセスメント調査等業務の基本的処理方法 

 

（保険加入の義務） 

第３２条 受注者は、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）、健康保険法

（大正１１年法律第７０号）及び厚生年金保法（昭和２９年法律

第１１５号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者

を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 

２ 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付

さなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新設 
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       工 種 用地調査点検技術業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第２章 用地調査点検等技術業務の基本的処理方法 

 

（保険加入の義務） 

第３０条 受注者は、雇用保険法（昭和49年法律第116号）、労働

者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、健康保険法（大正11

年法律第70号）及び厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）の

規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者と

するこれらの保険に加入しなければならない。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 用地調査点検等技術業務の基本的処理方法 

 

（保険加入の義務） 

第３０条 受注者は、雇用保険法（昭和49年法律第116号）、労働

者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、健康保険法（大正11

年法律第70号）及び厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）の

規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者と

するこれらの保険に加入しなければならない。 

 

２ 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付

さなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新設 
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       工 種 用地補償総合技術業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第２章 本業務の基本的処理方法 

 

（成果物） 

第２２条 （略） 

２～３ （略） 

４ 提出する成果物は、次の各号に定める書類とする。 

一～八 （略） 

九 権利者ごとの公共用地交渉達成状況引継書（様式第５７号） 

 

（新設） 

十 その他監督員が指示したもの 

 

（個人情報の取扱い） 

第２８条 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本業務実

施についての個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を

侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成 

15 年法律第 57 号）等関係法令のほか、発注者が別途定める取

扱いに基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止

その他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じ

なければならない。 

 

２ 受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取

扱う場合には、別記（用地）「個人情報の取扱いに関する特記事

項(用地関係業務)」を守らなければならない。 

 

（保険加入の義務） 

第３２条 受注者は、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）、労

働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）、健康保険法

（大正 11 年法律第 70 号）及び厚生年金保険法（昭和 29 年法

 

第２章 本業務の基本的処理方法 

 

（成果物） 

第２２条 （略） 

２～３ （略） 

４ 提出する成果物は、次の各号に定める書類とする。 

一～八 （略） 

九 権利者ごとの公共用地交渉達成状況引継書（様式第５７－１

号） 

十 特定個人情報管理状況報告書（様式第５７－２号） 

十一 その他監督員が指示したもの 

 

（個人情報の取扱い） 

第２８条 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本業務実

施についての個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を

侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成 

15 年法律第 57 号）、行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成 25年法律第 27 号）等

関係法令のほか、発注者が別途定める取扱いに基づき、個人情報

の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報の安全

管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

２ 受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取

扱う場合には、別記（用地）「個人情報の取扱いに関する特記事

項(用地関係業務)」を守らなければならない。 

 

（保険加入の義務） 

第３２条 受注者は、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）、労

働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）、健康保険法

（大正 11 年法律第 70 号）及び厚生年金保険法（昭和 29 年法

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 新設 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 
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       工 種 用地補償総合技術業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

律第 115 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用

者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

（新設） 

 

 

（その他の業務）  

第４３条 受注者は、移転に伴う法令上の制限の有無及びその内容

並びに代替地取得に必要な情報その他移転に伴い必要となる情報

について、権利者から情報提供の求めがあった場合には、関係機

関に確認し、発注者及び権利者に情報提供するものとする。 

２ 受注者は、本業務の遂行において、業務の実施の状況、権利者

等からの意見・要望等及び当該事業計画地の現況等について、用

地補償総合技術業務日報（様式第５３号）（以下「日報」とい

う。）を作成し、提出するものとする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

律第 115 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用

者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

２ 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付

さなければならない。 

 

（その他の業務）  

第４３条 受注者は、移転に伴う法令上の制限の有無及びその内容

並びに代替地取得に必要な情報その他移転に伴い必要となる情報

について、権利者から情報提供の求めがあった場合には、関係機

関に確認し、発注者及び権利者に情報提供するものとする。 

２ 受注者は、本業務の遂行において、業務の実施の状況、権利者

等からの意見・要望等及び当該事業計画地の現況等について、用

地補償総合技術業務日報（様式第５３号）（以下「日報」とい

う。）を作成し、提出するものとする。 

 

３ 受注者は、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成 25年法律第 27 号）第 2 条第 3 

項に規定する個人情報（同条第 8 項に規定する特定個人情報を

含む。）に関する責任者及び業務従事者の管理及び実施体制に関

する資料を発注者に提出するものとする。 

 

４ 前号に規定する個人情報に関する責任者及び業務従事者の管理

及び実施体制に関する資料は、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

 

一 個人情報を取り扱う責任者 

ニ 個人情報を取り扱う業務従事者 

三 個人情報に関する管理体制 

四 個人情報に関する管理状況の検査体制 

五 個人情報が記録された媒体（書面、端末機器、サーバーに内

 

 

 新設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新設 

 

 

 

 

 

 新設 
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       工 種 用地補償総合技術業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

 

 

 

 

３ 本業務が完了した場合には、権利者ごとに公共用地交渉達成状

況引継書（様式第５７号）を作成し、監督員に引き継ぐものとす

る。 

なお、記載に当たり、業務完了時においても業務の対象となる

土地等の権利者との公共用地交渉が難航していた場合など、業務

完了時点において継続して処理すべき事項がある場合には、以下

の内容を記載すること。 

 

一 公共用地交渉の実施に当たり留意すべき点（権利者との公共

用地交渉の経緯等） 

ニ 業務完了時における権利者との公共用地交渉の状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蔵されているものその他個人情報が記録されている全てのもの

をいう。）の保存期間 

六 個人情報の廃棄又は消去の方法 

七 その他調査職員が指示したもの 

 

５ 本業務が完了した場合には、権利者ごとに公共用地交渉達成状

況引継書（様式第５７－１号）及び特定個人情報管理状況報告書

（様式第５７－２号）を作成し、監督員に引き継ぐものとする。 

なお、記載に当たり、業務完了時においても業務の対象となる

土地等の権利者との公共用地交渉が難航していた場合など、業務

完了時点において継続して処理すべき事項がある場合には、以下

の内容を記載すること。 

 

一 公共用地交渉の実施に当たり留意すべき点（権利者との公共

用地交渉の経緯等） 

ニ 業務完了時における権利者との公共用地交渉の状況等 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 
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       工 種 様式集・参考資料（用地） 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新設 

 番号修正 
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       工 種 様式集・参考資料（用地） 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 新設 
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       工 種 地質・土質調査業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第１編 共通編  

第１章 総則 

 

第102条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところ

による。 

１～33．（略） 

34． 「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名または押

印を含む）したものを有効とする。 

   ただし、情報共有システムを用いて作成し、指示、請求、

通知、報告、申し出、承諾、質問、回答、協議、提出する場

合は、記名がなくても有効とする。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

第132 条 個人情報の取扱い 

１．基本的事項 

   受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による

事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権

利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律

（平成15 年5 月30 日法律第57 号）、行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成15 年5 月30 日法律第58 号）、

行政手続における特定の個人を識別する番号の利用等に関する法

律（平成25 年法律第27 号）等関係法令に基づき、次に示す事項

等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個

人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならな

い。 

～ （中略） ～ 

 

 

第１編 共通編  

第１章 総則 

 

第102条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところ

による。 

１～33．（略） 

34． 「書面」とは、打合せ簿等の帳票をいい、発行年月日を記

録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効とす

る。 

   ただし、情報共有システムを用いて作成し、指示、請求、

通知、報告、申し出、承諾、質問、回答、協議、提出する場

合は、記名がなくても有効とする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第132 条 個人情報の取扱い 

１．基本的事項 

   受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による

事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権

利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律

（平成15 年5 月30 日法律第57 号）、行政手続における特定の

個人を識別する番号の利用等に関する法律（平成25 年法律第27 

号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、

滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のた

めに必要な措置を講じなければならない。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 国との整合 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 削除（法律 
 の廃止） 
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       工 種 地質・土質調査業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第５章 原位置試験 

 

第502 条 試験等 

１．試験方法及び器具は、JGS 1531「地盤の指標値を求めるため

のプレッシャーメータ試験」、JGS 3531「地盤の物性を評価

するためのプレッシャーメータ試験」及びJGS 3532「ボアホ

ールジャッキ試験」によるものとする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第503条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

（１）試験箇所、試験方法、地盤状況、測定値 

（２）荷重強度－変位曲線 

（３）地盤の変形係数 

（４）試験の結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のJGS 

1531「地盤の指標値を求めるためのプレッシャーメータ試

験」、JGS 3531「地盤の物性を評価するためのプレッシャー

メータ試験」及びJGS 3532「ボアホールジャッキ試験」によ

り整理し提出するものとする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第505条 試験等 

試験方法及び試験装置・器具は以下のとおりとする。 

（１）地盤の平板載荷試験は、JGS 1521（地盤の平板載荷試験方

法）によるものとする。 

（２）道路の平板載荷試験は、JIS A1215（道路の平板載荷試験

方法）によるものとする。 

 

第５章 原位置試験 

 

第502 条 試験等 

１．試験方法及び器具は、JGS 1531「地盤の指標値を求めるため

のプレッシャーメータ試験」及びJGS 3532「ボアホールジャ

ッキ試験」によるものとする。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

第503条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

（１）試験箇所、試験方法、地盤状況、測定値 

（２）荷重強度－変位曲線 

（３）地盤の変形係数 

（４）試験の結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のJGS 

1531「地盤の指標値を求めるためのプレッシャーメータ試

験」及びJGS 3532「ボアホールジャッキ試験」により整理し

提出するものとする。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

第505条 試験等 

試験方法及び試験装置・器具は以下のとおりとする。 

（１）地盤の平板載荷試験は、JGS 1521（平板載荷試験方法）に

よるものとする。 

（２）道路の平板載荷試験は、JIS A1215（道路の平板載荷試験

方法）によるものとする。 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 名称変更 
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       工 種 地質・土質調査業務共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第506条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

（１）試験箇所、試験方法、測定値 

（２）地盤の平板載荷試験の結果は、地盤工学会記録用紙、報告

用紙のJGS 1521（地盤の平板載荷試験方法）により整理し提

出するものとする。 

（３）道路の平板載荷試験の試験結果は、地盤工学会記録用紙、

報告用紙のJIS A1215（道路の平板載荷試験方法）により整

理し提出するものとする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第515条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

（１）調査位置、深さ、調査方法、測定値 

（２）試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のJGS1614に

よるものとする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第８章 物理探査 

 

第804条 業務内容 

１～６．（略） 

７．報告書作成 

  第802条第７項に準じるものとする。 

 

（以下、略） 

 

第506条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

（１）試験箇所、試験方法、測定値 

（２）地盤の平板載荷試験の結果は、地盤工学会記録用紙、報告

用紙のJGS 1521（平板載荷試験方法）により整理し提出する

ものとする。 

（３）道路の平板載荷試験の試験結果は、地盤工学会記録用紙、

報告用紙のJIS A1215（道路の平板載荷試験方法）により整

理し提出するものとする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第515条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

（１）調査位置、深さ、調査方法、測定値 

（２）試験結果は、地盤工学会記録用紙1314によるものとする。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

第８章 物理探査 

 

第804条 業務内容 

１～６．（略） 

７．報告書作成 

  第802条第８項に準じるものとする。 

 

（以下、略） 

 

 

 

 

 

 

 名称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 誤字修正 
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       工 種 設計業務等共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第１編 共通編  

第１章 総則 

 

第1102条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるとこ

ろによる。 

１～35．（略） 

36． 「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名または

押印を含む）したものを有効とする。 

   ただし、情報共有システムを用いて作成し、指示、請

求、通知、報告、申し出、承諾、質問、回答、協議、提出

する場合は、記名がなくても有効とする。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

第1131 条 個人情報の取扱い 

１．基本的事項 

   受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約によ

る事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人

の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関す

る法律（平成15 年5 月30 日法律第57 号）、行政機関の保有

する個人情報の保護に関する法律（平成15 年5 月30 日法律第

58 号）、行政手続における特定の個人を識別する番号の利用

等に関する法律（平成25 年法律第27 号）等関係法令に基づ

き、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀

損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を

講じなければならない。 

～ （中略） ～ 

 

 

第１編 共通編  

第１章 総則 

 

第1102条 用語の定義 

 共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるとこ

ろによる。 

１～35．（略） 

36． 「書面」とは、打合せ簿等の帳票をいい、発行年月日を

記録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効と

する。 

   ただし、情報共有システムを用いて作成し、指示、請

求、通知、報告、申し出、承諾、質問、回答、協議、提出

する場合は、記名がなくても有効とする。 

 

～ （中略） ～ 

 

第1131 条 個人情報の取扱い 

１．基本的事項 

   受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約によ

る事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人

の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関す

る法律（平成15 年5 月30 日法律第57 号）、行政手続におけ

る特定の個人を識別する番号の利用等に関する法律（平成25 

年法律第27 号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人

情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 国との整合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 削除（法律 
 の廃止） 
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       工 種 設計業務等共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

（参考）主要技術基準及び参考図書 

                       R5.3現在 

 
 

 

 

（参考）主要技術基準及び参考図書 

                       R6.3現在 

 
 

 

 

  

 年版更新 
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       工 種 設計業務等共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

 

 

 

 

 年版更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 № 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

〔６〕下水道関係     

1 下水道用強化プラスチック複合管道路埋設指針 国土開発技術 ―― 

2 下水道用セラミックパイプ(陶管)道路埋設指針 全国陶管工業組合 ―― 

3 下水道用硬質塩化ビニル管道路埋設指針 硬質塩化ビニル協会 ―― 

    

〔７〕上水道関連   

1 水道施設設計指針(2012年版) 日本水道協会 H24. 7 

2 水道施設耐震工法指針・解説(2009年版) 日本水道協会 H21. 7 

3 水道用ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾝｸ設計施工指針･解説（1998年版） 日本水道協会 H10 

4 水道維持管理指針(2006年版) 日本水道協会 H18. 7 

5 水道用バルブハンドブック（1987年版） 日本水道協会 S62. 4 

6 ○○年度版 水道事業実務必携 全国簡易水道協議会 毎年改訂 

    

〔８〕工業用水道関係   

1 工業用水道施設設計指針・解説(2004年版) 日本工業用水協会 H16. 1 

2 工業用水道維持管理指針(1993年版) 日本工業用水協会 H 5.10 

3 工業用水道工事設計標準歩掛表(H17年度) 日本工業用水協会 H17. 6 

    

〔9〕治山林道関係   

1 治山林道必携 調査・測量・設計編 日本治山治水協会 ―― 

2 林道規程－運用と解説－ 日本林道協会 R3.12 

3 林道必携 技術編 日本林道協会 R4.6 

4 民有林林道事業実施設計書作成基準 三重県 ―― 

5 治山技術基準解説 総則・山地治山編 日本治山治水協会 H21.10 

6 治山技術基準解説 保安林整備編 日本治山治水協会 H12. 7 

7 治山技術基準解説 地すべり防止編 日本治山治水協会 H25.10 

8 治山技術基準解説 防災林造成編 日本治山治水協会 H16.12 

9 森林土木木製構造物施工マニュアル 日本治山治水協

会、日本林道協会 

R3.7 

10 治山設計の考え方 三重県 ―― 

11 森林整備保全事業設計積算の運用 三重県 ―― 

12 民有林補助治山事業全体計画作成等要領 林野庁 H14. 6 
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       工 種 設計業務等共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第２編 河川編 

第３章 河川構造物設計 

 

第2316条 堰詳細設計 

１．（略） 

２．業務内容 

堰詳細設計の業務内容は、下記のとおりとするが、地震時

保有水平耐力法や動的解析を用いる耐震設計（レベル２）に

ついては、別途設計図書に示される業務内容とする。 

（１）～（４）（略） 

 （５）構造設計 

   １）設計条件の設定 

 受注者は、施設設計に必要な下記条件等について必要

項目を設定するものとする。 

    ①設計条件の設定 

 堰各部の詳細部構造諸元を決定するための条件項目と

その規準値を下記について設定するものとする。 

・材料単価重量 

・堆積土砂 

・地盤定数 

・許容変位 

・設計水位条件 

（以下、略） 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 河川編 

第３章 河川構造物設計 

 

第2316条 堰詳細設計 

１．（略） 

２．業務内容 

堰詳細設計の業務内容は、下記のとおりとするが、地震時

保有水平耐力法や動的解析を用いる耐震設計（レベル２）に

ついては、別途設計図書に示される業務内容とする。 

（１）～（４）（略） 

 （５）構造設計 

   １）設計条件の設定 

 受注者は、施設設計に必要な下記条件等について必要

項目を設定するものとする。 

    ①設計条件の設定 

 堰各部の詳細部構造諸元を決定するための条件項目と

その規準値を下記について設定するものとする。 

・材料単位重量 

・堆積土砂 

・地盤定数 

・許容変位 

・設計水位条件 

（以下、略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 誤字修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



23 

 

       工 種 設計業務等共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第４編 砂防及び地すべり対策編 

第３章 砂防構造物設計 

 

第4304条 砂防堰堤及び床固工詳細設計 

１．（略） 

２．業務内容 

（１）～（４）（略） 

（５）施工計画及び仮設構造物設計 

１）施工計画 

 受注者は、設計図書に基づき、施工方法、施工順序を考慮

し、掘削計画、現場内道路、コンクリート打設計画の概略施工

計画及び資材運搬方法を立案するものとする。なお、施工計画

書には、環境対策等の設計と不可分な施工上の留意点について

取りまとめ、記載するものとする。 

２）仮設構造物設計 

 受注者は、設計図書に基づき、工事施工に必要な河川切り回

し計画、仮排水路の転流工の概略設計を行うものとする。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４編 砂防及び地すべり対策編 

第３章 砂防構造物設計 

 

第4304条 砂防堰堤及び床固工詳細設計 

１．（略） 

２．業務内容 

（１）～（４）（略） 

（５）施工計画及び仮設構造物設計 

１）施工計画 

 受注者は、設計図書に基づき、施工方法、施工順序を考慮

し、概略施工計画（掘削計画、現場内道路、コンクリート打設

計画）及び概略資材運搬方法を立案するものとする。なお、施

工計画書には、環境対策等の設計と不可分な施工上の留意点に

ついて取りまとめ、記載するものとする。 

２）仮設構造物設計 

 受注者は、設計図書に基づき、工事施工に必要な概略設計（

河川切り回し計画、仮排水路の転流工）を行うものとする。 

 

 

～ （中略） ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国との整合 
 

 

 
 
 国との整合 
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       工 種 設計業務等共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第4312条 流木対策工詳細設計 

１．（略） 

２．業務内容 

（１）～（４）（略） 

（５）施工計画及び仮設構造物設計 

１）施工計画 

 受注者は、施工方法、施工順序を考慮し、掘削計画、現場内

道路およびコンクリート打設計画の概略施工計画を立案するも

のとする。なお、施工計画書には、環境対策等の設計と不可分

な施工上の留意点について取りまとめ、記載するものとする。 

２）仮設構造物設計 

 受注者は、工事施工に必要な河川切り回し計画、仮排水路の

転流工の概略設計を行うものとする。 

 

（以下、略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4312条 流木対策工詳細設計 

１．（略） 

２．業務内容 

（１）～（４）（略） 

（５）施工計画及び仮設構造物設計 

１）施工計画 

 受注者は、施工方法、施工順序を考慮し、概略施工計画（掘

削計画、現場内道路、コンクリート打設計画）を立案するもの

とする。なお、施工計画書には、環境対策等の設計と不可分な

施工上の留意点について取りまとめ、記載するものとする。 

２）仮設構造物設計 

 受注者は、工事施工に必要な概略設計（河川切り回し計画、

仮排水路の転流工）を行うものとする。 

 

（以下、略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 国との整合 
 

 

 
 
 国との整合 
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       工 種 設計業務等共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第６編 道路編 

第４章 道路設計 

 

第6406条 道路予備設計（Ｂ） 

１．業務目的 

道路予備設計（Ｂ）は道路予備設計（Ａ）、或いは同修正設計

により決定された中心線に基づいて行われた実測路線測量によ

る実測図を用いて、第1206条設計業務の内容第４項の業務のう

ち、図上での用地幅杭位置を決定することを目的とする。 

 

（以下、略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６編 道路編 

第４章 道路設計 

 

第6406条 道路予備設計（Ｂ） 

１．業務目的 

道路予備設計（Ｂ）は道路予備設計（Ａ）、或いは同修正設計

により決定された中心線に基づいて行われた実測路線測量によ

る実測図を用いて、第1206条設計業務の内容第３項の業務のう

ち、図上での用地幅杭位置を決定することを目的とする。 

 

（以下、略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 誤字修正 
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       工 種 設計業務等共通仕様書 

令和6年11月 一部改定   

現     行 改     定 備   考 

 

第７編 下水道編 

第２章 下水道施設設計業務 

 第１節～第８節 （略） 

 

（新設） 

 

 

第７編 下水道編 

第２章 下水道施設設計業務 

第１節～第８節 （略） 

 

第９節 雨天時浸入水対策方針策定業務 

 

第 7209条 雨天時浸入水対策方針策定業務  

本業務は、（公社）日本下水道協会発行の「下水道用設計標

準歩掛表－第３巻設計委託－」の雨天時浸入水対策方針策定業

務に示す業務委託標準仕様書に準拠する他、別途定める特記仕

様書による。 

ただし、第１編「共通編」は、雨天時浸入水対策方針策定業

務の業務委託標準仕様書に優先する。 

第1201条により参照する主要技術基準及び参考図書について

は、雨天時浸入水対策方針策定業務の業務委託標準仕様書に示

す参考図書を加える。 

第1211条に示す設計業務の成果のうち、各種設計計算書、設

計図面等の詳細については、別途特記仕様書に定めの無い限

り、雨天時浸入水対策方針策定業務の業務委託標準仕様書に準

拠する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新設（国と  
 の整合） 
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